
いわゆる共謀罪に関する法案に反対する国際シンポジウム

日時 :2017年 6月 9日 (金 )
18時～ 20時 (開場 :17時 30分 )

会場 :弁護士会館 2階クレオABC
主催 :日 本弁護士連合会

進行次第

司会 米倉 洋子  日弁連共謀罪法案対策本部幹事

1 開会挨拶
吉岡 康祐  日弁連冨1会長

2 スカイプによる中継
ジョセフ・カナタチ (Joseph Cannataci)氏 (国連人権理事会特別報告者 )

コーディネーター :海渡 雄一 日弁連共謀罪法案対策本部副本部長

3 本 日のまとめ

新倉 修  日弁連共謀罪法案対策本部委員・青山学院大学名誉教授

4 閉会挨拶
山下 幸夫  日弁連共謀罪法案対策本部事務局長
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`者がまとめるレポー トの主饉となろ
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2015年 7月 に国連の,別報告者 (Spmal Rnpp● 山 o,“ P■●acy(SRP))に指名され
る.これは 国連人嗜理事会の28/16た 饉 (『 7~ジ タル中 にヽお:するプライバシー権j)

に■づくものである.

マルタ大学 (マルタ共和国)のメディアと知餞●攀
"の
■■政策とお椰円の トンプである。

また ソu―=ン タン大学 (オラング)の学部内における●―ロッパll報 ,贅技術法の議
長を務めている

餃は ■●●年に従い プライパシー機に関し 2016年 8月 80日 付けで□毬ヽ会宛
の螢告,(哺 姜

“

音●1)を提出している

以下は その内牢をまとめたもの

国連織会

"僣
●の口頸では 薔切な

"童
のための人的●二が必晏である (現在不十分)と

"え
ている (そのため 以下に出てくる WPではボランディア●幡 用が計百されてお ,
また そのむの,用,助や人

"勁
力が歓迎さltている ,.

次に 多くの国連カヨ国における新しい●健活● 璧凛を可鮨にするよ椰及びプライバン
ー法の発■を受けて 国

"の
■ニタリング活動がo,"1,れ ており このモニタツング活

動により 特別,各
`721ど

の国を,同するか週択していること|・
"告
されている。

これに加えて 特別報告者は 以下の5つのテーマで,=活動を行うことが示されている.

そ:ιぞれのテーマでは 高度に,目的ポランティアによるワーキングバーティ (WP)力
'40

その後 2016年 3Я ～ 7月 のプライパシー分野の菫姜間●を取り上げている (こ の

欄Flに 限てしているのは それ以前の力祠については 同年 3月 8日 付けの口連人|1理 事

会ヽの報告

'(以
下
'理
事会■告,,){■ 2崚 しているからと思わItる .).

話層の 1つ日として PB[と アップルのスマー トフオン嗜
'解
菫同目が取り上

`′

られ

ここでは 嗜 ,iヒ されたものを解出するためのツールを義務付けたり辟したりすることに
ついてJt判的な立場が示されている また スマー トフォンのような新しい使ドに村瑯 し

たノライバシーの理解の更所が必■であることが腋か:ιている (こ れが 5うのテースの

1つ ,(201■ 年のアメ ,力連

“

晨あ彙判決 (R11●yv Cユ働向¨)での判示を膵しく,用

している。)さ らに この両燿はプライ′
`シ
ー F.1題 にととまらず 和,手17における黙秘

権保障を撮・ lう・J籠性があることが

'■
されている

,`題の 2つ 日として 政府が 市民に対する恒常的な大■監視を諄める凛11を導入しヽ

うとする傾向があ /● ことに懸念を■明している."に イギリスとドイツの法伸を取り Lげ

て改しく指摘している
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資料 2-1

プライバシーに関する権利の国連特別報告者 ジョセフ・ケナタッチ氏

共謀罪法案について安倍内閣総理大臣宛の書簡全体の翻訳 (5月 22日 改訂版)

翻訳担当 弁護士 海渡雄―・木下徹郎・小川隆太郎
(質問部分の翻訳で藤本美枝弁護士の要約翻訳を参照した)

国連人権高等弁務官事務所

パレスデナシオンズ・1211ジェネバ 10、 スイス

TEL : + 41229179359 / +41229179543 ・ FAX : +4122 917 9008 ・ E‐Mail :

srpivacyohChOrg

プライパシーに関する権利に関する特別報告者の任務に基づく照会

参照番号 JPN 3/2017

2017年 5月 18日

内閣総理大臣 閣下

私は、人権理事会の決議 2846に基づき、プライバシーに関する権利の特別報

告者としての私の権限の範囲において申し述べます。

これに関連 して、組織犯罪処罰法の一部を改正するために提案された法案、

いわゆる「共謀罪」法案に関し入手した情報について、閣下の政府にお伝え申

し上げたいと思います。もし法案が法律として採択された場合、法律の広範な

適用範囲によつて、プライバシーに関する権利と表現の自由への過度の制限に

つながる可能性があります。

ス手ι/_情報によクますと′¨ られます r

組織的犯罪処嗣法の一″を改正 する羨魚 ″ ″

-0′

7タ
コガ 2′ /た′本政府 こヽよつて国会だ提出多 ″ した。
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改正案tま、超蔵″〃罪翅罰騰″ 6条 (組織的な殺人鈎
"の
範囲を大

幅に妨 ナろことを握案 ι/_と され ていま九

手持 ちの改正案の湯 薄載 ると、新 ι″1条文は衆 蒙 昇 教 クまな

6条

″ ″ル な 集団その形の組織的るB罪集団 tこよる実行準備行為 多 彩 重大タ
罪遂行の計司

次の多雅 ガ/お窄 /_%行う。 ル 7ノメ払集団そのをの組織的犯
罪集目(団体の うち,その結葬 務 の基礎 とιψ ん骸

"詢
が騒表第二た

″′お ラ辱 実″ナることにあるものをいう。次項′Iおクてフ の の団体のだ

動れ て、当該行為を実行 する/_‐めの組織によク″われるるのの遂行を‐人

次上 で計画 した者は、その計画を ι/電∽ い力り /ヽ_‐よクその計画 tこ基づま

資金又′ま物品のヂ配 関係場所の蔵 発 の形の計画をι/_‐犯罪を実″ナろ/_

めの準儀行為力 資 琥 たとまだ、当該各号だ定める鶏tこ翅ナる。た/_‐ ι、実

彿 こ着手する讚ヽ こ′彦ιた者Iま、そのソ″顔督ι、ズ′ま発除ナる。

さら/_‐この改正案|こまつ4倣 炭 イノで新ただ 277層獅の犯罪の■粛罪
力ゞ処gD対象 .こ加わ ろご

“

才 クまιん 動 など規 第 2葬 蹴 部分ガ
″麦だ委ね られ てク%/_め /c‐、市民や易鬱 詐 とって夕の働 ″の実際のカ
″み 解 ナろご″ ―ゞ層躍 であること″

'懸
念力ゞされ ていま九

″えζ ′グ麦 イ /3‐、

一

の鵜 零甥 の盗難を処ヨナろ森林法

第 ′郎 姿t″ 7を受′ノないで重要な文イヒ財を輸出 したク″顔ιたクナろ
ことを禁デ務 椛 励窺 酵 芳 193条,“ 築、夕 ′96姿、新 鶴 襲 事を禁デ
る著作権法 77,条など 溜縦犯罪やテクノズス″ま全 く″ど″の/y・クま うに

月えろ犯罪 |こ対 ιてる動 物 =適用されることを認めてク曖 九

新法案0ま、国内法 を 国境 を越え/_組織犯罪だ″する葉 条約
`局
醗 港

な テ″との戦レ1たタ ク紹む国際社会を支援 %こ とを′″として提出され
/_‐とされますらι″,ι、この道″立滋の意″″と必要艦だついて″ん朗″場

クま九

政府tま、新法案■こ』づま捜査多 笏 対象は、′テ″集団を含む組織的犯罪

集団」″ギタ実″だ閣与ナると予想される犯罪 7c‐限定されると主張 していま九

ιか ι、 1組織的ぢ巳罪集団」の定義
`ま

漠然とιCり 、テ′組織
`こ

″らか

に属庁ctれ ているとなけ ませた

2

3/40



筋えな法案Э適用範囲力`広″哺 |こ疑問力
'呈
され ていること|こ対 して、政

府当局は、新たな艦策でIま捜査を麗娃 するためな 幣 として、対象とされた

活動α 彰 び 計画Jν %/‐ rナでなく、 準備行為ノ″ゞ″われることを要
求 していろと強調 ιていま九

ιか ιな″ゞら、 計画」の具体的な定義 /‐‐ついて十分な説明かなく、砕笏
a初 ″艦策で禁上される′元考の範囲を男確■こするにはあまク7_‐ 6曖味 /_・″
冷 で九

これ |こ追力Eナベ剖監材 しては、そのような 計画」と ′準痣″動ノのク

をと範囲を立証するためには、論理的 7c‐は、起訴された者 /_‐ガ ιて、Z諦 ご
方玄 笏 哨 程度の議 力`行われ ること・_‐なると想定されま九

このよう/4・監視勿 動と力`テ″されること″'ら、プライ′ヾシーど監視 7_‐〃

する′本の 新 繁 定められて″%深護及び救済のを ク方″う颯廃ξ′Iな りま九

Nε O、 ″た国家安全果障 こヽ″する機密どの淳クヽ分野 で活動オタ に 0
の業務 tこ及 |ゴす法夕の磨在的影当に つク'て るボ冷され て′ゞ 九 政府は、

若夕の適用力ゞ この分野 |こ影響を及晨 た と″ゞなクを深 クを して″ヽるようで

九

ιか し、 組織的紀霧 団■の 議 の曖昧ク ミ タえば国益 |こ反ナろ活動
を″っていろル 髪 られろⅣεO,こ対する監視なとを正当〃ナろ/君をタ
クβナ可詣性力ゞあるとも言われ ていま九

堤夕 、な津原案の餡紫 ″ナろ修″″の欠如と、今ノ7夕 /‐
‐
法案を採択

辞 は ラとナろ改府のE力Fu=つ て、十分な邑民的議論α 疑 物預 ″ カ
ていろ´ ウ こと″報 告で強調されていま九

提案された法案は、広範な適用がされる可能性があることから、現状で、ま

た他の法律と組み合わせてプライバシーに関する権利およびその他の基本的な

国民の自由の行使に影響を及ぼすという深刻な懸念があります。

とりわけ私は、何が「計画Jや 「準備行為」を構成するのかという点につい

て曖味な定義になっていること、および法案別表は明らかにテロリズムや組織

犯罪とは無関係な過度に広範な犯罪を含んでいるために法が恣意的に適用され

る危険を懸念します。

法的明確性の原則は、刑事的責任が法律の明確かつ正確な規定により限定さ

れなければならないことを求め、もつて何が法律で禁止される行為なのかにつ
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いて合理的に認識できるようにし、不必要に禁止される行為の範囲が広がらな

いようにしています。現在の「共謀罪法案」は、抽象的かつ主観的な概念が極

めて広く解釈され、法的な不透明性をもたらすことから、この原則に適合して

いるようには見えません。

プライバシーに関する権利は、この法律の幅広い適用の可能性によつて特に

影響を受けるように見えます。更なる懸念は、法案を押し通すために早められ

ているとされる立法過程が、人権に悪影響を及ぼす可能性がある点です。立法

が急がれることで、この重要な問題についての広範な国民的議論を不当に制限

することになります。

マンデー トは、特にプライバシー関連の保護と救済につき、以下の 5点に着
目します。

1 現時点の法案の分析によれば、新法に抵触する行為の存在を明らかにする
ためには監視を増強することになる中にあつて、適切なプライバシー保護策を

新たに導入する具体的条文や規定が新法やこれに付随する措置にはないと考え

られます。

2 公開されている情報の範囲では、監視に対する事前の令状主義を強化する
ことも何ら予定されていないようです。

3 国家安全保障を目的として行われる監視活動の実施を事前に許可するため
の独立した第二者機関を法令に基づき設置することも想定されていないようで

す。このような重要なチェック機関を設立するかどうかは、監視活動を実施す

る個別の機関の裁量に委ねられることになると思われます。

4 更に、捜査当局や安全保障機関、諜報機関の活動の監督について懸念があ
ります。すなわちこれらの機関の活動が適法であるか、または必要でも相当で

もない手段によリプライバシーに関する権利を侵害する程度についての監督で

す。この懸念の中には、警察が CPS捜査や電子機器の使用の監視などの捜査の
ために監視の許可を求めてきた際の裁判所による監督と検証の質という問題が

含まれます。

5 嫌疑のかかつている個人の情報を捜索するための令状を警察が求める広範
な機会を与えることになることから、新法の適用はプライバシーに関する権利

に悪影響を及ぼすことが特に懸念されます。入手した情報によると、日本の裁
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判所はこれまで極めて容易に令状を発付するようです。2015年に行われた通信

傍受令状請求のほとんどが認められたようです (数字によれば、却下された令

状請求はわずか 3%以下に留まります。)

私は、提案されている法改正及びその潜在的な日本におけるプライバシーに

関する権利への影響に関する情報の正確性について早まつた判断をするつもり

はありません。ただ、閣下の政府に対 しては、日本が 1978年に批准 した自由権

規約 (ICCPR)17条 1項によつて保障されているプライバシーに関する権利に

関して国家が負つている義務を指摘させてください。

自由権規約第 17条第 1項は、とりわけ個人のプライバシーと通信に関する恣

意的または違法な干渉から保護 される権利を認め、誰もがそのような干渉から

保護される権利を有することを規定しています。

さらに、国連総会決議 A RES′71/199も指摘いたします。そこでは 「公共の安

全に関する懸念は、機密情報の収集と保護を正当化するかもしれないが、国家

は、国際人権法に基づいて負 う義務の完全な履行を確保 しなければならない J

とされています。

人権理事会から与えられた権限のもと、私は担当事件の全てについて事実を

解明する職責を有してお ります。つきましては、以下の諸点につき回答いただ

けますと幸いです。

1 上記の各主張の正確性に関して、追加情報および/または見解をお間かせく
ださい。

2「組織的な犯罪の処罰及び犯罪収益の規制等に関する法律」の改正法案の審
議状況について情報を提供 して下さい。

3 国際人権法の規範および基準と法案との整合性に関して情報を提供 してく
ださい。

4 法案の審議に関して公的な意見参加の機会について、市民社会の代表者が
法案を検討 し意見を述べる機会があるかどうかを含め、その詳細を提供 してく

ださい。

要請があれば、国際法秩序と適合するように、日本の現在審議中の法案及び

その他の既存の法律を改善するために、日本政府を支援するための専門知識 と
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助言を提供することを慎んでお請け致します。

最後に、法案に関して既に立法過程が相当進んでいることに照らして、これ

は即時の公衆の注意を必要とする事項だと考えます。 したがつて、閣下の政府

に対し、この書簡が一般に公開され、プライバシーに関する権の特別報告者の

マンデー トのウェプサイ トに掲載されること、また私の懸念を説明し、問題と

なつている点を明らかにするために関下の政府と連絡を取つてきたことを明ら

かにするプレスリリースを準備していますことをお知らせいたします。

閣下の政府の回答も、上記ウェプサイ トに掲載され、人権理事会の検討のた

めに提出される報告書に掲載いたします。

閣下に最大の敬意を表します。

ジョセフ・ケナタッチ

プライバシーに関する権利の特別報告者
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資料 3

平成29年 5月 18日

い0",4SI ●アニん

5月 18日夜 〈日本崎m) シ∃ゼフ ヵンナタチ国邊人権理事会の 子プライバシーの■利J特別報告者
“

r,。史Oh Cannatt S「・ al RappOtり「 0●
the ng、 ttO prv∝,発 安倍舞 臣見の公開●日の発出を受け 我が方シュネープ

…

ら□J議 出
"弁
務官●5輌 (oHcHR)に対して,以下の

ntlを行いました

1■特,1報 G■の懸念及び質問に関しては´日本政詢として還やかにつ説明する月ながある しかしながら′そもそも我が口における今回のlull的犯罪
処罰法の改正 〈テロ

“

準備子の

"設
)は 既に187の国 中 している国融 罪防止条約 lTC C●詢)を締結するための国内担像なを整輛

するものであることを指獨したい。

210-■ 5条は.13●国に対し i●大な犯罪を行うことの合意J又は 口嬌 内な藁
"嗅
趨り活動への,脚Jの少なくとも一方を犯昴化することを

曇引 けヽている。しかし 議が日には 壇抒云上′ r,m罪 Jは存在しない上. 

―

"Jに
18当する,も′ごく-8し力rIIしなぃ

つまり 強が

一

内法では,T∝条約の義務を飾 できないのである

3このように,我が曰痢 oは約を椰枯するためには´新たな立沐靖口が必蜃である しかしながら T― の国内担保■については,国民の内,6を

処師することに繋がるのではないかといったII々な難念が示され 10年以上の長さにわたつ工綸が行われてこた背景がある_

4今回′塾が国が螢衝しようとしている「テロ,準慟罪Jの法婁は,そのような国民の意見を十分に踏まえて策定されたものである すなわち′同条約
が蜆
=す
る「長期4年以上の自由を利■する別Jを「■大な犯罪Jとした上で,同条約が2めている「IB00な犯●■団が関与するものJとのコ帯を

,し.対,犯,を い ,'彙口Jが口与することが現実的に,定される「■大な犯罪Jに限定している.さらに 同会鉤が認めている「合■の内
害を燿●するための行為を伴うJという晏

"も
りしている

5腕述のとおり,18秋が望とヽ4J向条わをll●しているが 強がコが承知する限り iテロ等率■
『

Jのように,国内法において2つの■件を付して

いう口はほとんどない そして ほとんどの国が  『■大な■昴の合思昴 (いわゆる共謀罪),の対a犯口を  疇 以上の自由を利辱する列 ,

に隈定せず′あらゆるうけ としている また′同条約の標択以前から,ほとんどの国には「饉大な
`0テ

の合菫IIJ又は「動 1罪Jが帯在し′本条約の

締結に暉し新たな法整備が必要でなかつたことも指摘したい

6これらのことからも,我が日の「テロ,●●r」 が.187の口と地書の国内法との比較において 日めて朝mな 処罰をであることは明らかである
そして´仮に員特別報告者の儀,が正しいものであるならは それは´議が国の「テロ●準硼罪Jに向けられる詢に,180国 と申 内法に向け

られなければならないはずである_

7本作について,議が口としては,彙鳴別ll●
=が
コ連の立場から (注)このような螢念を猥暉することはをし饉えて頂きたかった ,特鵬報告3が澪

外にて晰片的に各た

'■
のみをもつてこのような懸念を示すことは 日本の国内子情や『テD専準■■Jの燿 を全く饉まえておらず′暉らかにバラ

ンスを欠いており,不通切であるとヨわぎうを得ない ますは,現在我調 で行われている議綸の内容について,公腱薔間ではなく.■録掟明するII
会を得られてしかるべきてあり,員特別報書者が我が国の説明も閾かすに一方的に本件公関

'輌
を男出したことに 2が国として強く抗饉する

(注 )□Ш
"こ

｀
いt e name ofthe"bl Rapp。 に or Ofthe unt“ N8uo"・との表場で伝達済み
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資料 4-1

2017/5/22

官房長官の声明に対する反論

ジョゼフ・カナタチ

私の書簡は、特に日本政府が今回の法案を十分な期間の公的議論 (puЫにconsuに a● on)

を経ず、提案された諸施策について許容される十分な考慮も無いままに、法案を早急に成立

させることを思かにも決定したという状況においては、完全に適切なものです。

私が日本政府から受け取つた「強い抗議Jは、ただ怒りの言葉が並べられているだけで、全

く中身のあるものではありませんでした。その抗議は、私の書簡の実質的内容について、1つ

の点においても反論するものではありませんでした。この抗議は、プライバシー権に関する私

が指摘した多くの懸念またはその他の法案の欠陥について、唯の1つも向き合つたものでは

ありません。

私はその抗議を受けて、5月 19日 (金 )の朝、次のような要望を提出しました。「日本政府に

は、法案の公式英語訳を提供することが望まれます。その上で日本政府には、当該法案のど

こに、どの部分に、あるいは既存の他の法律のどの部分に、新しい法律が、私の書簡で示唆

しているものと同等のプライパシー権の保護と救済が含まれているのか又は他の法律により

カバーされているのか示して頂きたいです。私は、私の書簡の内容について不正確であると

証明されれば、当該部分については公開の場で喜んで撤回致します。」

日本政府は、これまでの間、実質的な反論や訂正を含むものを何一つ送付して来ることが

出来ませんでした。いずれかの事実について訂正を余儀なくされるまで、私は、安倍晋三内

閣総理大臣に向けて書いた書簡における.すべての単語、ピリオド、コンマに至るまで維持し

続けます。日本政府がこのような手段で行動し、これだけ拙速に深刻な欠陥のある法案を押

し通すことを正当化することは絶対に出来ません。

日本政府が、その抗議において、繰り返し多用する主張は、2020年の東京オリンピックに

向けて国連越境組織犯罪防止条約を批准するためにこの法案が必要だというものでした。

しかし、このことは、プライバシーの権利に対する十分な保護もないこの法案を成立するこ

とを何ら正当化するものではありません。日本が国連条約に批准することを可能にし、同時

に、日本がプライパシー権及び基本的人権の保護の分野でリーダーとなる機会を付与する法

案(それら保護が欠如していることで日本を目立たせる法案ではなく)を起草することは確実

に可能です。
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私は日本及びその文化に対して深い愛着をもっています。更に、私は日本におけるプライ

′ヽシー権の性質および歴史についてこれまで調査してきており、30年以上にわたるプライ′ヽ

シー権とデータ保護に関する法律の発展を追跡してきたものです。私は、日本が高い人権基

準を確立し、この地域における他の国々及び国際社会全体にとって良い前例を示して頂ける

ものと期待しております。ですので、私が先の書簡を書かなければならなかつたことは、私に

とって大いなる悲しみであり、不本意なことでした。

現在の段階において、唯一つの望みは、日本政府が私の書簡で触れたプライバシーの権

"1に

着日した保護と救済の制度に注意を払い、法案の中に導入することです。私が書簡にて

述べましたとおり、私は日本政府が私の支援の申出を受け入れて下さるのであれば、日本政

府が更に思慮深い地位へとコ1連できるように喜んでお手伝いをさせて頂きます。今こそ日本

政府は、立ち止まって内省を深め、より良い方法で物事を為すことができることに気付くべき

時なのです。私が書簡にてアウトラインをお示しした全ての保護措置を導入するために、必要

な時間をかけて、世界基準の民主主義国家としての道に歩を進めるべき時です。日本がこの

道へと進む時、私は全力を尽くして支援することと致しましょう。
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2017年 5月 30日

シンポジウム準備のための海渡雄―弁護士個人からのカナタチ氏に対

する事前質問とこれに対するカナタチ氏からの回答

r/rァ ぁりたのほ劾 瘤と日級 府の対応tこつιlで

痛晨 あなた力楓入とιC特別難 者
=こ
任命働 τιlることtま理解ιてιlま九 ι力ヽι.

猪晨 あなた力喘
"解
銘診 マンデイル

“

孵 ″4こ の議案の磁
=こ
つι:a富
"′
て

ιあと理解ιalォ九

グテ″尋嚇約 影房 どのうヽ黒力1正確であるかどシ 、″/コ節晟″″ιよ

"鯵
嚇 r

ん″1″晨 事態を蒻″ =チる蟻 ヽ場ると_Fι
lま九

日本のメディス 市民
=こ
とつて大切なことな ′の議 であると臓 1ま九 オデ籍 ′

/_、 あなたのレター1ま、特別報告者のマンデーμ

“

鶴 力4試 tこ涎ルワ‐じのである

ことで九 次た、日本輔  {よ、2076年 7″ 7,自t理 t=寝梃ιた.ス葎理事国た
=

蒲 ナ棚 診、自発的な誓約書の申こ ′1頭しく権高等弁務自場″ 御%の や″″ヂ″
の役割を重視 ″郷″告書との有着■かつ遍出″な対勝の実質つため ,%ι っ力1夕と
言力ιてι:ぐ。′ことを″膚ι

“

1ま九

回答 1

はい、その理解で間違いありません。私は、一市民または大学教授という立場で首相に

書簡を送つたものではありません。もちろんそうしたければ、そのようにできましたが。

私は、2015年 7月 に国連人権理事会からのマンデート28-16(28-16指 令)

を遂行するために、プライバシー権に関する国連特別報告者という立場で正式に書簡を出

すことにしたものです。それは私に与えられた権限です。

日本がOHCHRの 役割及び特別手続に重きを置くことを公かつ正式に表明しているこ
とからすれば、日本は、国会での議論に先立つ市民との落ち着いた対話を不可能にするよ

うに法案を性急に押し通そうとするのではなく.む しろ法案を公にする以前に、可能な限
り特別報告者に事前に相談をするべきです。

特別手続の制度は、国連の人権擁護のメカニズムにとって中心的な要素をなし、市民的・

文化的 経済的 政治的・政治的なものを含むあらゆる人権を包格的に取り扱うものです。

私がプライバシー権に関する特別報告者として、特別手続の一部を、そしてそれ故国連

の人権擁護のメカニズム中心的な要素を構成しているのであれば、私の行動は国連におけ
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るこのような立場で正式に行われているものであり、この行動を一市民が個人的に行つて

いるものに過ぎないものとして無視することが許されないことは、理解していただけると

思います。

特男1手続は、決議を通してもその意思を表明する国連人権理事会の日と耳であり、しば

しばその声であることもあるのです。

rr2 J財髭場多目駁滑″:の餡力晨脇V=つιlτ
痛及 あなたのスケジュールを教えてι:ただιlで理″ιたごとな ″ιι、最 を行う″

/_、 むιろ″″″告書た鶏麟をι
`ぐ
る目″じ
`あ
るとιウ ことで九

=のけ な例を紹介ι
`ι

1/‐だぐことこ 日本政府の対応力1螺 ‐ヽ出黒基準の民主主
義国家
=こ
及|まなιlるのである″

'力
切 らか/Z“ と農 1ま九 具体的な、協力の夕を″″ι

τι
'た
に0ます″L

回答2

ここ15か月の間に、私は、プライバシーに関連する法に関するアプローチの仕方につ

いて、複数の国の政府関係者と直接議論をしてきました。これらを文書化したものは、い

ずれも内部で確認されているところですので、現時点では公にすることはできません。こ

れらの中にはEU加盟国2か国、南米 1か日、アジア 1か国が含まれます。今後 12か月
の間に、少なくとも6か国の政府と同様の議論を交わす予定でおります。

貫間θ プライ/fシー劇物 ため/二 どのような措置力惨要でιょう″、
あなたのレターの、二れ″イ ント嵐 日本の法嶽度■これ '4プ ライ/rシー鵜の編ご
措置力吹如ι

`ι

る とιl夕点たと農 1オ九 ごの″言ヽ珠 点を当こ 日本■こおι14この
ような法案教距 チる際

=こ
.ど と考えられるプライ/rシーの編麟 どの月鶏みな内容を

説明ιてιlたに0ま
"、
編 輝珍 麟艦 擁 物 総 ■ま日弁連

=こ
れ 14′珈  

「
翻震ι.

■″/ご″

“

ιたιlと考えてιlま九 リ

回答3

世界を牽引する民主国家の政府は、以下の義務を採す国際条約を批准できるような立法.

制度、その他の措置を整備しているべきです。

(1)国内外や民間・軍事のものを問わず、あらゆる監視は法執行当局 (LEA)、 安全・情

報機関 (SiS)、 その他具体的な法令によって重大犯罪の覚知・予防 捜査・訴追及
び/又は国家の安全及び/又は経済的利益のために権限を与えられた機関 (PME)
以外は行つてはならない。LEA及びPMEには、税務・歳入・税関 汚職防止当局
が含まれる。SISは、民間 軍事 海外 国内をF・lわずあらゆる情報・安全機関を
含む。

(2)LEA、 S:S、 PMEの元で活動する外国軍人を除き、その存在が秘密である機関
による監視は認められない。LEA、 SiS、 その他監視活動を行うことが法令によ

り認められるPMEは、権限の濫用、とりわけ監視活動からの適切な保護機構を備え
た法令のもとで設立され、規定されなければならない。これらの保護機構には、以下
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から成る抑制及び均衡のシステムが含まれるが、それらに限られるものではない。

a 法令で国内 海外における監視活動行う権限を与えられた全ての LEA、 SIS、
PMEの予算及び活動を司る地域又は国家の立法機関の委員会で、あらゆる監視プ
ログラムまたは監視活動への予算提供の一時的または永久的な保留、停止、認可、

取消を行う権限のある委員会による定期的、少なくとも四半期毎に実施される監督

b 監視活動を行う機関、行政府及び立法府から完全に独立しており、その構成員の 1
名またはそれ以上が生涯任期の判事と同様または同等の身分保障を与えられた事

前許可機関で、法令によりLEA、 SIS、 PMEの法令に基づく監視活動にかか
る事前の申請を審査し、許可をする権限を与えられた機関

c 監視活動を行う期間、事前許可機関、行政不及び立法府から完全に独立し、その構
成員の 1名またはそれ以上が生涯任期の判事と同様または同等の身分保障を与え

られた活動監督機関で、法令によりLEA、 SiS、 PMEの法令に基づく監視活
動の実施を事後的に監督し、説明責任を果たさせる権限を与えられた機関

d 内部告発者の匿名性を確保し、救済措置を執ることを含め内部告発手続の外部審査
機構を備えた組織間の内部告発メカニズム

e 立法機関、事前許可機関及び活動監督機関による少なくとも年 1度の報告の実施及
び報告書の発表

(3)監視活動を実施するLEA、 SIS、 PMEは明示的にその権限を与えられ、以下を
定義した具体的法令により規制されていなければならない。

a 目的
b 職務
c 目標
d 活動内容
e 基本的な管理機能及び体制
(4)どんな監視活動も、具体的に定義された特定の目的のために、かつ具体的な必要性を

受けて実施されなければならない。外国軍人その他 LEA、 SIS、 PMEのもとで
活動を行う外国職員に関係する場合を除き、全ての国内・海外の監視活動は、地域ま

たは国家の管轄区域内にある人物またはデータを対象とする場合にあっては、事前に

地域または国家の事前許可機関の発行する令状が事前に得られていない限り、または

本書第 15条に基づき設立された国際データアクセス委員会 (IDAC)から国際データ

アクセス令状 (IDAW)を得られない限り、これを行つてはならない。

(5)監視活動にかかる令状請求がされた場合に、合理的疑い以外の基準が考慮されてはな

らない。容疑者の市民権、居住者区分、種族的出身、性的指向、宗教的 政治的 哲
学的思想のみでは、監視活動にかかる令状の発布の十分な根拠として示され、または

認められてはならない。

(6)監視活動の権限を与える法令は、関係する個人がアクセスできる有効な手続的救済方

法を備えなければならない。

(7)監視活動を実施する機関の予算は明確に定義され、行政・立法・司法による審査の対

象とされなければならない。ただし、必要かつ相当な場合、この審査はインカメラに

て行うことは認められる。
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全体主義社会の進化の歴史や、監視技術の発展、とりわけスノウデンの暴露を受けて

のそれを見ると、上に挙げた機構は、民主社会においてプライバシー権、表現の自由、

結社の自由、信教の自由その他基本的人権が生きながらえ、繁栄するために必要であ

ると私が考える最低基準であり、最低限必要な保護機構です。

質問′ 列易 棚診現縦 ■こ関お あしたのコメンハ梯
"て
重要なるのあ グ、″Iま心

から屁彦ιま九

あ/3/_″レ ターのψ準該 さ力
`ι

%刑罰法規の蒻歴″の顔渤ク
=趨
蛯 %た国際人着

鮮 と言って賞ιlでιょ,力ちその場 移ケ友脇ま″でι′ラ″1

回答4

明確性の原則は広範なテーマであり、世界中のロースクールでも長い時間をかけて教え

られます。公共の議論という目的との関係では、明確性の原貝1は、国内 国際法の根本的
な原則のひとつであり、法の支配の必要不可欠な構成要素であると理解すれば足ります。

市民は合理的な確信をもってその行動の結果を予測することができなければなりません。

このためには、法的に執行可能なルールは可能な限り明確で正確でなければならず、市民

がそれに従つて行動をコントロールすることができるように可能な限り曖昧な部分を取り

除かなければなりません。

(翻訳 木下徹郎)
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2017年 6月 9日

日弁連 「いわゆる共謀罪に関する法案に反対する国際シンポジウム J

弁護士会館 2階クレオ

国連特別報告者と人権の課題

新倉修 (青山学院大学名誉教授・弁護士 )

1 国連の二本の柱
1914～ 1918+1940～ 1945 → 同一世代で 2度の戦争の惨禍・ホロコース ト
1945年 国連憲章・ 1948年世界人権宣言+1966年国際人権規約 (国際人権憲
章)・ 自由権規約選択議定書 (第一議定書 :個人通報制度 )

① 国際の平輌 と安全保障 :安全保障理事会

② 人類の福利と人組の向上 :経済社会理事会 。人権委員会 CommissiOn on

Human RIghts

③ *植民地解放 :信託統治理事会

④ さらに人権委員会を改組して、国連総会の下に人権理事会を設置

1956年 : 日本のカロ盟

2 1993年 。世界人権会議ウィーン宣言とその成果
国連人権高等弁務官事務所 1994(国連総会決議 48′141)～

国際人権条約の「家族」と履行審査制度

米国家通報・国家報告・個人通報→人権条約に設置される履行審査委員会 (条

約委員会)

*人権理事会 (国連総会の下にある機関)2006～→普遍的定期審査 (UPR)
*パ リ原則→国内人権機関・オンプズマン

3 国連特別報告者の地位と役割
*設置
*任命 (HCR)・ 任期 (最長 6年)・ 権限 (調査=訪間=質問・報告・勧告)
歴代の特別報告者 :波多野里望・横田洋三

4 人権をめぐる「建設的対話」
閣議決定 (2013年 6月 18日 答弁書 118号)は何のため ?
政府報告審査と最終所見+フォローアップ (追加報告義務)

1
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いわゆる共謀罪の創設を含む組織的犯罪処罰法改正案の国

会上程に対する会長声明

政府は,本年 3月 21日 ,いわゆる共謀罪の創設を含む組織的犯罪処罰法改正案

(以下 「本法案」とい う。)を閣議決定し,国会に本法案を上程 した。

当連合会は,本年 2月 17日 付けで 「いわゆる共謀罪を創設する法案を国会に上

程することに反対する意見書J(以 下 「日弁連意見書」という。)を公表した。そ
こでは,いわゆる共謀罪法案は,現行刑法の体系を根底から変容させるものである

こと,犯罪を共同して実行 しようとする意思を処罰の対象 とする基本的性格はこの

法案においても変わらず維持されていること,テ ロ対策のための国内法上の手当は

なされてお り,共謀罪法案を創設することなく国連越境組織犯罪防止条約について

一部留保 して締結することは可能であること,仮にテロ対策等のための立法が十分

でないとすれば個別立法で対応すべきことなどを指摘 した。

本法案は,日 弁連意見書が検討の対象とした法案に比べて,①犯罪主体について ,

テロリズム集団その他の組織的犯罪集団と規定している点,②準備行為は計画に「基

づき」行われる必要があることを明記 し,対象犯罪の実行に向けた準備行為が必要

とされている点,③対象となる犯罪が長期 4年以上の刑を定める 676の 犯罪から,
組織的犯罪集団が関与することが現実的に想定される 277の 犯罪にまで減 じられ
ている点が異なっている。

しかしながら,①テロリズム集団は組織的犯罪集団の例示として掲げられている

に過ぎず,こ の例示が記載されたからといつて,犯罪主体がテロ組織,暴力団等に

限定されることになるものではないこと,②準備行為について,計画に基づき行わ

れるものに限定したとしても,準備行為自体は法益侵害への危険性を帯びる必要が

ないことに変わりなく,犯罪の成立を限定する機能を果たさないこと,③対象とな

る犯罪が 277に 減 じられたとしても,組織犯罪やテロ犯罪と無縁の犯罪が依然と
して対象とされていることから,上記 3点 を勘案 したとしても, 日弁連意見書で指

摘 した問題点が解消されたとは言えない。

当連合会は,監視社会化を招き,市民の人権や 自由を広く侵害するおそれが強い

本法案の制定に強く反対するものであり,全国の弁護士会及び弁護士会連合会 とと

もに,市民に対 して本法案の危険性を訴えかけ,本法案が廃案になるように全力で

取 り組む所存である。

2017年 (平成 29年)3月 31日

日本弁護士連合会

会長 中 本 和 洋
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資料 10

いわゆる共謀罪の創設を含む組織的犯罪処罰法改正案の衆

議院での採決に対する会長声明

本 日,衆議院本会議において,いわゆる共謀罪の倉1設を含む組織的犯罪処罰法改

正案 (以下 「本法案」という。)が採決され,衆議院を通過 した。

当連合会は,本法案が,監視社会化を招き,市民の人権や 自由を広く侵害するお

それが強いものとして,本法案の制定に反対 してきた。

本年 3月 21日 の法案上程後,衆議院法務委員会での審議においても,計画 (共

謀)よ りも前の段階から尾行や監視が可能 となることが明らかになった。また,対

象となる 277の 罪の中には,例えば,楽譜のコピー (著作権法違反)等の組織犯

罪やテロ犯罪とは無関係の犯罪が含まれている。 さらに,組織的威力業務妨害罪が

対象犯罪とされていることにより,マ ンション建設反対の座込みが処罰対象となる

可能性がある。これ らの場合には,「組織的犯罪集団」がテロ組織や暴力団等に限

定されず,市民団体等も対象となり, したがつて,一般市民も捜査の対象となり得

るとい う懸念は払拭できず,問題点は解消されるに至っていない。

当連合会は,全国の弁護士会及び弁護士会連合会とともに,市民に対 して本法案

の危険性を訴え,本法案が廃案となることを求めて,引 き続き全力で取 り組む所存

である。

2017年 (平成 29年)5月 23日

日本弁護士連合会

会長 中 本 和 洋
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